
都道府県名 市区町村名

市町村民税 1,871 194,701,331 82,631,740 628 33,302,000 19,013,296

道府県民税 1,871 194,701,331 55,088,206 628 33,302,000 12,675,185

市町村民税 316 7,138,772 390,745 45 1,536,295 86,899

道府県民税 316 7,138,772 260,498 205 35,426,634 1,264,550

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。
  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

沖縄県 那覇市

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金）

  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

控除額
（円）

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）
人数（人）

寄附金額
（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

左のうち、申告特例控除額
（円）

3,339,532

2,226,418

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）



市町村民税 108 29,192,220 7,878,556 74 22,864,720 85 4,738,000 18 1,589,500

道府県民税 108 53,463,740 6,213,376 74 22,864,720 85 4,738,000 63 25,861,020

市町村民税 2,340 232,568,618 90,987,940

道府県民税 2,500 290,730,477 62,826,630

件　

区分

合計

【以上】

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

＜Ⅲ．その他＞

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

申告特例の求めを行う地方団体の数を5以下から１にした方が良い。
確定申告書の提出を行った者は申告特例の送付がなかったものとされることの周知を行いたい。

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

返戻品の充実による寄附の獲得競争が自治体間で過熱し、本来の趣旨から離れているように思われる。

1,863

特になし

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びているとこ
ろです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏まえ、
今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してください。

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 413 30,299,947 12,986,014 150 6,145,010 3,441,242

道府県民税 413 30,299,947 9,757,427 150 6,145,010 2,294,209

市町村民税 52 565,500 21,150 7 540,000 19,800

道府県民税 52 565,500 14,100 39 17,747,036 227,670

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 宜野湾市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

559,135

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

372,781

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 77 5,826,858 3,131,990 28 4,626,000 32 445,258 17 755,600

道府県民税 115 8,159,875 1,286,407 28 4,626,000 32 445,258 55 3,088,617

市町村民税 549 37,232,305 16,158,954

道府県民税 619 56,772,358 11,285,604

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

387

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

寄附金税額控除に係る申告特例通知書の送付について、送付先団体への受領確認まで行った方がいいと
思いました。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

ワンストップ特例制度を適用しているが、確定申告が必要になった際に受領書が無くて申告に手間が掛
かった。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

返戻品の充実した自治体は寄附によって歳入が増え、そうでない自治体では税額控除によって税収が
減っていく二極化が今後益々広がっていくのではないか懸念される。地域によっては自治体努力で
この差を解消していくことが難しいこともあるので、極端な格差が出ないような仕組みも考えるべき
ではないか。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 181 13,632,761 6,065,130 62 3,180,500 1,821,891

道府県民税 181 13,632,761 4,043,451 62 3,180,500 1,214,613

市町村民税 25 1,252,427 70,886 0 0 0

道府県民税 25 1,252,427 47,258 17 1,518,500 56,020

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 石垣市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

314,392

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

209,603

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 15 838,136 245,491 12 580,500 11 55,636 4 202,000

道府県民税 15 934,136 167,502 12 580,500 11 55,636 9 298,000

市町村民税 221 15,723,324 6,381,507

道府県民税 238 17,337,824 4,314,231

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

176

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

・ワンストップ特例制度に該当しない方の見極めや対応の仕方に苦慮した。
・確定申告を行った人はワンストップ特例制度に該当しない等の情報を住民が理解していないように感じたので周知が
必要だと思う。
・ふるさと納税をしたものの、意図せず控除が適用されていない住民の方もいるので、ワンストップ特例制度そのもの
の見直し(廃止）が必要。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

・確定申告を行った場合でもワンストップ特例制度に該当する場合は、住民税から控除すべきではないか。複数個所

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

・お礼の品等の受取が寄附する方の主目的になり、制度本来の応援したいふるさとを支援するという趣
旨が活かされていないと考えられるので制度の存続を踏まえて抜本的に見直す時期にきている。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 594 57,975,389 24,271,298 244 10,859,110 6,109,339

道府県民税 594 57,975,389 16,180,865 244 10,859,110 4,072,892

市町村民税 83 4,227,300 60,318 56 4,877,200 130,600

道府県民税 83 4,227,300 40,212 97 9,060,529 252,096

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 浦添市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

1,040,171

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

693,447

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 29 3,903,000 1,246,061 24 3,370,000 18 336,000 11 197,000

道府県民税 29 4,107,000 838,868 24 3,370,000 18 336,000 14 401,000

市町村民税 762 70,982,889 25,708,277

道府県民税 803 75,370,218 17,312,041

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

244

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

　入力件数が多く、課税業務が煩雑となった。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

　制度や寄附税額控除の計算方法等、もう少し周知して頂きたい。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

　当初賦課の厳しいスケジュールの中で、業務が煩雑になるのはなんとかならないものか。市民の問い
合わせに即座に対応できるような計算入力できるＣＤ－ＲＯＭがあれば助かると思う。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 142 9,301,235 4,120,749 56 2,062,000 1,156,614

道府県民税 142 9,301,235 2,747,194 56 2,062,000 771,094

市町村民税 23 291,000 14,880 11 853,000 49,860

道府県民税 23 291,000 9,920 15 1,076,361 41,855

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 名護市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

132,535

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

88,361

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 6 1,592,800 459,891 6 1,328,000 5 264,800 0

道府県民税 6 1,594,800 306,674 6 1,328,000 5 264,800 1 2,000

市町村民税 182 12,038,035 4,645,380

道府県民税 186 12,263,396 3,105,643

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

133

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

特になし

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特になし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 126 17,532,310 7,115,540 61 3,222,001 1,804,019

道府県民税 126 17,532,310 4,751,907 61 3,222,001 1,202,698

市町村民税 26 193,500 105,075 15 463,500 29,184

道府県民税 26 193,500 70,050 30 15,004,194 236,944

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 糸満市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

319,047

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

212,702

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 14 1,029,500 316,086 9 855,000 7 66,000 6 108,500

道府県民税 14 1,239,500 218,925 9 855,000 7 66,000 10 318,500

市町村民税 181 19,218,810 7,565,885

道府県民税 196 33,969,504 5,277,826

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

157

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

課税側の意見としては、ワンストップ特例制度導入により事務量が増えたというのが感想で、今後、対
象者が増加するのであれば、繁忙期の管理方法等を検討しなければならない。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特になし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

ワンストップ制度も導入され、寄付金税額控除が複雑になり、本人への説明などには少々、苦慮してい
る。
今後の制度設計では、簡素でわかりやすく、事務量も最小限な方法を希望する。
返礼品については、一時所得相当かどうかまでの確認はできていないのが現状である。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 465 30,396,575 13,807,232 189 7,899,020 4,408,775

道府県民税 464 30,381,575 9,204,257 189 7,899,020 2,939,243

市町村民税 72 1,102,712 57,857 6 144,760 7,966

道府県民税 72 1,102,712 38,571 83 8,045,468 246,049

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 沖縄市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

635,129

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

423,448

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 21 3,170,772 1,021,341 9 2,610,000 17 560,772 0 0

道府県民税 21 9,198,701 921,952 9 2,610,000 17 560,772 16 6,027,929

市町村民税 564 34,814,819 14,894,396

道府県民税 640 48,728,456 10,410,829

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

478

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

なし

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

なし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

なし



都道府県名 市区町村名

市町村民税 308 48,288,272 18,347,468 111 4,739,000 2,689,250

道府県民税 308 48,288,272 12,231,713 111 4,739,000 1,792,876

市町村民税 21 349,000 18,420 8 533,000 31,020

道府県民税 21 349,000 12,280 23 777,500 29,260

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 豊見城市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

364,663

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

243,129

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 10 1,152,000 443,551 9 1,065,000 6 67,000 1 20,000

道府県民税 10 1,271,000 300,463 9 1,065,000 6 67,000 5 139,000

市町村民税 347 50,322,272 18,840,459

道府県民税 362 50,685,772 12,573,716

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

314

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

申告特例通知書の入力、特例不適用者への通知発送等の作業が新たに生じ、今後件数が増えていく毎
に事務が煩雑となることが想定される。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

確定申告を行った方より、申告を行えば特例不適用となることを知らなかったという意見があり、
もっと制度の仕組みについて周知する必要があると思われる。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

自治体が寄附者へ贈呈する特典が過熱し、ふるさと納税本来の趣旨とかけ離れていくおそれがある。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 228 18,338,501 7,616,802 96 3,608,500 2,032,603

道府県民税 228 18,338,501 5,077,923 96 3,608,500 1,354,901

市町村民税 42 5,163,879 304,794 6 487,800 28,548

道府県民税 42 5,163,879 203,196 26 825,300 30,932

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 うるま市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

284,089

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

189,404

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 14 2,915,000 852,462 5 2,394,000 14 521,000 0 0

道府県民税 14 3,181,000 578,949 5 2,394,000 14 521,000 9 266,000

市町村民税 290 26,905,180 8,802,606

道府県民税 310 27,508,680 5,891,000

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

246

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

ふるさと納税を行った市民、寄附金を受けた自治体、住所地自治体共に制度に対する
理解が十分で無かったように感じた。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

・特別徴収の通知書ではふるさと納税の控除が適応されているかわからない旨の問い合わせが多かっ
た。
・限度額が知りたいと問い合わせが多々あり対応に時間が取られる。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

去年と比べるとふるさと納税の控除が大幅に増えている。
しかし寄附金というよりは返礼品と節税目当てが行き過ぎていると感じた。
応援したい自治体への寄附金なのか返礼品＋節税なのかふるさと納税の位置づけをはっきりしてほし
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 136 113,743,347 5,163,815 41 1,622,000 920,892

道府県民税 145 16,734,038 3,655,714 41 1,622,000 613,941

市町村民税 14 1,245,047 283,407 3 30,000 1,440

道府県民税 14 1,245,047 188,939 3 5,394,691 214,028

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 宮古島市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

128,765

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

85,848

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条
の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する

寄附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 9 1,370,000 496,536 6 1,291,000 5 49,000 3 30,000

道府県民税 9 1,373,000 331,145 6 1,291,000 5 49,000 4 33,000

市町村民税 162 116,388,394 5,945,198

道府県民税 171 24,746,776 4,389,826

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

117

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

　特例申請が無効になるケースが少なくない割合であり、通常のふるさと納税との区別がついてない
人が多くみられた。今後申請者が増えた場合、課税準備期間の多忙期と重なるため、他の業務に支
障をきたしかねない為、制度の周知徹底が必用。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特になし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びているとこ
ろです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏まえ、
今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してください。

財政収入の確保、特産品のPR、観光PR等の期待は大きいが、返礼品競争の過熱が怖い。
返礼品について、各自治体の自粛ではなく、明確な基準を設けてはどうか。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 44 3,816,000 1,668,982 29 948,000 525,815

道府県民税 44 3,816,000 1,112,663 29 948,000 350,544

市町村民税 39 1,168,100 45,690 16 763,000 43,920

道府県民税 39 1,168,100 30,460 25 3,394,070 133,803

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 南城市

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

410,147

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

273,432

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 5 1,114,600 312,513 3 760,000 5 303,600 2 51,000

道府県民税 5 1,114,600 208,343 3 760,000 5 303,600 2 51,000

市町村民税 104 6,559,100 2,071,105

道府県民税 113 9,190,170 1,485,269

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

71

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

  給与所得等のみの方にとって、ワンストップ特例制度は確定申告が不要なので便利だが、確定申告が
必要な時に領収証の添付がないため寄付金控除の適用から外れる方も少なからずいました。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

  納税通知書(課税明細書)では、寄付金の税額控除額が確認しづらいので分かり易くしてもらいたい
との要望があった。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

  地元の特産品等をお礼品とすることで、それを作る(扱う)生産者の収入源と成り得ている。
  今後、商工会や観光協会等団体が、積極的に地域振興の先頭に立ってもらうような制度づくりに
期待します。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 6 337,000 170,020 4 257,000 149,404

道府県民税 6 337,000 113,348 4 257,000 99,604

市町村民税 3 13,000 420 2 15,000 8,760

道府県民税 3 13,000 280 5 101,000 3,640

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 国頭村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

22,087

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

14,725

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 11 365,000 179,200

道府県民税 14 451,000 117,268

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

6

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

対象件数が少ないため、事務処理も問題なくスムーズに行えたため、特に意見等はなし。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

納税義務者からの問い合わせ等、事例なし。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

特になし



都道府県名 市区町村名

市町村民税 6 285,000 118,389 2 40,000 20,498

道府県民税 6 285,000 78,927 2 40,000 13,666

市町村民税 4 19,000 600 3 170,000 0

道府県民税 4 19,000 400 3 170,000 0

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 大宜味村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

20,498

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

13,666

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 13 474,000 118,989

道府県民税 13 474,000 79,327

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

3

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

財源が厳しい過疎地域においては、ふるさと納税による財源は追い風となっており、継続して実施してほ



都道府県名 市区町村名

市町村民税 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0

市町村民税 1 10,000 480 1 22,222 1,214

道府県民税 1 10,000 320 1 22,222 0

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 東村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

0

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

0

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条
の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する

寄附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 2 32,222 1,694

道府県民税 2 32,222 320

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

0

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

特になし

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

該当者なし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びているとこ
ろです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏まえ、
今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してください。

特になし



都道府県名 市区町村名

市町村民税 11 505,000 96,000 7 260,000 156,000

道府県民税 11 505,000 64,000 7 260,000 104,000

市町村民税 4 20,500 12,300 1 100,000 15,300

道府県民税 4 20,500 8,200 1 100,000 10,200

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 今帰仁村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

41,900

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

41,900

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 3 110,500 66,300 1 10,000 1 500 1 100,000

道府県民税 3 110,500 44,200 1 10,000 1 500 1 100,000

市町村民税 19 736,000 189,900

道府県民税 19 736,000 126,600

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

7

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 17 2,309,000 627,391 4 179,000 98,280

道府県民税 17 2,309,000 418,262 4 179,000 65,520

市町村民税 9 66,000 2,925 6 44,000 2,055

道府県民税 9 66,000 2,029 6 338,000 13,131

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 本部町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

88,020

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

58,680

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 3 33,000 1,620 1 10,000 2 10,000 3 13,000

道府県民税 3 333,000 13,080 1 10,000 2 10,000 3 313,000

市町村民税 35 2,452,000 633,991

道府県民税 35 3,046,000 446,502

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

9

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 42 5,231,000 1,949,587 14 531,000 235,820

道府県民税 42 5,231,000 1,299,730 14 531,000 157,217

市町村民税 14 235,171 12,251 5 10,804,000 626,520

道府県民税 14 235,171 8,168 5 10,804,000 13,920

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 恩納村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

211,260

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

140,840

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 61 16,270,171 2,588,358

道府県民税 61 16,270,171 1,321,818

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

34

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 5 340,000 149,952 2 40,000 20,473

道府県民税 5 340,000 99,969 2 40,000 13,649

市町村民税 2 13,250 7,710 16 363,680 155,096

道府県民税 2 13,250 5,140 16 363,680 103,397

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 宜野座村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

19,295

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

7,863

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 23 716,930 312,758

道府県民税 23 716,930 208,506

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

5

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

特になし

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特になし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 15 956,000 482,387 3 65,000 29,900

道府県民税 15 956,000 321,594 3 65,000 19,900

市町村民税 10 150,500 8,190 5 783,000 294,791

道府県民税 10 150,500 5,460 5 783,000 196,488

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 金武町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

44,054

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

44,054

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 2 1,215,000 284,771 2 605,000 2 610,000

道府県民税 2 1,215,000 189,848 2 605,000 2 610,000

市町村民税 32 3,104,500 1,070,139

道府県民税 32 3,104,500 713,390

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

3

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

無し

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 6 834,000 273,711 0 0 0

道府県民税 6 834,000 168,658 0 0 0

市町村民税 1 10,000 480 3 118,000 11,760

道府県民税 1 10,000 320 3 118,000 4,320

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 伊江村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

0

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

0

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 10 962,000 285,951

道府県民税 10 962,000 173,298

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

0

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

対象事例無し

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特になし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

特になし



都道府県名 市区町村名

市町村民税 121 14,048,000 4,158,147 52 2,121,000 1,140,848

道府県民税 121 14,048,000 2,768,111 52 2,121,000 760,567

市町村民税 59 1,602,290 504,876 18 2,203,633 278,710

道府県民税 59 1,078,000 329,809 9 446,161 133,398

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 読谷村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

1,044,249

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

696,167

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 15 2,755,150 635,504 10 1,871,000 9 430,517 8 453,633

道府県民税 15 2,235,479 412,895 10 1,871,000 9 280,236 4 84,243

市町村民税 213 20,609,073 5,577,237

道府県民税 204 17,807,640 3,644,213

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

103

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

文書管理・申告書の確認・ワンストップ特例停止通知等業務量が増えました。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

　特例制度を適用するか確定申告をするかどちらがお得か質問を受けます。また、よくご理解いただけ
ないまま、２度確定申告の手続きを行う方も見受けられるので、特例制度を利用される方へのご案内の
強化を要望します。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

　ふるさと納税制度は、都市部と地方の税財源の偏在を少しでも解消するための制度である。
　返戻品を目的になされた寄付金税額控除の分は本来であれば、その行為者の居住する自治体の徴収と
なるべきものである。返戻品の原資も税金であることから、税の公平の視点を欠くものであると考え
る。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 30 2,020,000 932,880 15 519,000 290,506

道府県民税 30 2,020,000 621,920 15 519,000 193,671

市町村民税 39 1,008,000 60,900 18 884,700 33,060

道府県民税 39 1,008,000 48,628 18 884,700 38,628

242,511

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

363,766

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 嘉手納町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。



市町村民税 5 56,000 6,840 1 10,000 5 38,000 2 8,000

道府県民税 5 256,700 12,588 1 10,000 5 38,000 5 208,700

市町村民税 92 3,968,700 1,033,680

道府県民税 92 4,169,400 721,764

件　

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特に無し

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

特に無し

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

36

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

特に無し

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの
左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）



都道府県名 市区町村名

市町村民税 140 17,992,599 7,025,214 42 1,341,200 737,663

道府県民税 140 17,992,599 6,779,326 42 1,341,200 491,775

市町村民税 28 689,000 36,425 14 892,000 51,840

道府県民税 28 689,000 24,314 9 575,000 22,280

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 北谷町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

107,183

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

71,455

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 5 3,536,000 1,008,252 4 3,398,000 5 78,000 1 60,000

道府県民税 5 3,476,000 669,768 4 3,398,000 5 78,000 0 0

市町村民税 187 23,109,599 8,121,731

道府県民税 182 22,732,599 7,495,688

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

42

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

特例対象外者への通知発送、その説明等は、課税の繁忙期に更なる事務負担の増となっている。
また、寄付者への当該制度の周知不足も感じる（寄附に対する問い合わせが増）。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

　ふるさと納税により歳入が伸びることは、地方団体にとっては大変ありがたいことです。また、寄附金の使途を限定したあり方は、
寄付をする側からすると返戻品とダブルの効果があり有意義だろうと思います。
　しかしながら、ワンストップ特例の適用を受けるために５団体に絞る寄附のあり方は、ふるさと納税を推進しているのか抑制を図り
たいのか伝わらないところだと感じます。
　税額控除のあり方やふるさと納税自体のあり方について、根本的な部分の改正が必要だと考えます。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 54 3,388,000 1,551,129 17 730,000 408,923

道府県民税 54 3,388,000 1,034,096 17 730,000 272,619

市町村民税 6 25,000 780 18 25,896,999 559,372

道府県民税 6 25,000 520 21 25,919,999 373,595

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 北中城村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

61,250

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

40,836

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 5 16,404,500 1,213,931 4 825,500 4 23,000 2 15,556,000

道府県民税 5 16,404,500 809,287 4 825,500 4 23,000 2 15,556,000

市町村民税 83 45,714,499 3,325,212

道府県民税 86 45,737,499 2,217,498

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

0

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

特になし

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

税額控除の上限額についての問い合わせがあった。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

各自治体の返礼品競争になりつつある。ふるさと納税制度の趣旨にそぐわないのではないか。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 93 8,813,004 3,616,574 30 1,508,000 857,519

道府県民税 93 8,813,004 2,411,075 30 1,508,000 571,689

市町村民税 7 242,000 13,440 13 1,734,433 55,432

道府県民税 7 242,000 8,960 16 1,838,433 36,956

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 中城村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

163,957

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

109,309

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 4 1,134,000 147,394 4 383,000 1 6,000 3 745,000

道府県民税 4 1,154,000 99,063 4 383,000 1 6,000 3 765,000

市町村民税 117 11,923,437 3,832,840

道府県民税 120 12,047,437 2,556,054

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

91

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

市町村間での申告特例通知の回送について、今後件数が増えてきた時の作業量の規模に不安がある。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

納税先自治体数5団体以内の上限を、もっと増やして欲しいとの意見が御座いました。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 96 12,997,310 5,181,064 55 2,034,500 956,515

道府県民税 96 12,997,310 3,454,060 55 2,034,500 637,689

市町村民税 27 266,150 49,702 26 5,649,000 185,616

道府県民税 27 266,150 32,936 28 5,649,000 124,264

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 西原町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

182,721

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

121,820

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 10 559,500 73,428 3 180,000 4 54,500 3 325,000

道府県民税 10 559,500 48,753 3 180,000 4 54,500 3 325,000

市町村民税 159 19,471,960 5,489,810

道府県民税 161 19,471,960 3,660,013

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄
附金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンス
トップ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

0

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見につい
て記入してください。

電話での問い合わせの際に控除額を聞かれたことがあったが、計算方法が複雑な為、電話での回答が
困難だった。
ホームページ・広報等で周知する際は計算式等を細かく載せる必要があると感じた。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

・計算方法が分からない
・便利ではあるが、制度についてもっと詳しく周知するべきである

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくだ
さい。

　現在のふるさと納税制度では特産品競争が過熱し、本来の趣旨から逸脱した特産品目当ての寄付になっているのでは
ないかと危惧している。豪華な特産品の有無だけで自治体間の税収に差が出ることは避けなければならない。しかしな
がら、ふるさと納税自体は寄附先の選択・使い道の選択ができることから素晴らしい制度だと考える。今後はふるさと
納税の理念である「地方創生」の主旨に沿うよう、生まれ故郷や本当に応援したい地域への寄附に繋げていく為に自治
体側も「魅力ある街」として情報発信していく必要があるだろう。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 80 4,426,000 2,103,593 40 1,609,000 901,992

道府県民税 80 4,426,000 1,402,415 40 1,609,000 601,341

市町村民税 15 151,000 7,260 28 1,742,400 99,034

道府県民税 15 151,000 4,840 17 552,500 20,740

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 与那原町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

142,734

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

95,158

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 6 333,888 60,228 1 100,000 6 148,888 5 85,000

道府県民税 6 296,888 38,672 1 100,000 6 148,888 5 48,000

市町村民税 129 6,653,288 2,270,115

道府県民税 118 5,426,388 1,466,667

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

110

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

特になし

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特になし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

特になし



都道府県名 市区町村名

市町村民税 159 10,905,000 4,836,202 56 2,477,000 1,377,215

道府県民税 159 10,905,000 3,224,185 56 2,477,000 918,169

市町村民税 28 194,561 8,315 11 542,000 31,200

道府県民税 28 194,561 5,544 34 5,900,500 43,509

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 南風原町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

178,018

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

118,696

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 4 498,200 195,143 2 465,000 4 32,900 1 300

道府県民税 4 539,200 131,736 2 465,000 4 32,900 3 41,300

市町村民税 202 12,139,761 5,070,860

道府県民税 225 17,539,261 3,404,974

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

143

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

特例適用者については確定(住民税)申告の受付が必要ないため事務処理が簡素化されている。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特になし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

　ふるさと納税を獲得するため、高額の返礼品競争が発生しており、税制としての本質から離れた
実情があるため、返礼品について明確な規定を設けなければならないと考える。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0

市町村民税 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 渡嘉敷村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

0

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

0

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 0 0 0

道府県民税 0 0 0

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

0

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

事例がないため特になし。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

事例がないため特になし。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

特になし



都道府県名 市区町村名

市町村民税 1 10,000 4,800 0 0 0

道府県民税 1 10,000 3,200 0 0 0

市町村民税 1 10,000 4,800 1 64,000 62,000

道府県民税 1 10,000 3,200 1 64,000 0

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。
  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

沖縄県 座間味村

  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

0

0

人数（人）
寄附金額
（円）

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 3 84,000 71,600

道府県民税 2 20,000 6,400

件　

区分

合計

【以上】

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

＜Ⅲ．その他＞

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

寄附金額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

特になし

特になし

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

事例がないため　特になし

人数
（人）

0



都道府県名 市区町村名

市町村民税 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0

市町村民税 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 粟国村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

0

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 0 0 0

道府県民税 0 0 0

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

0

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

特になし

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

該当者がいなかったため、なし。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 2 75,000 42,935 1 65,000 38,097

道府県民税 2 75,000 28,065 1 65,000 24,903

市町村民税 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 渡名喜村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

0

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

0

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 2 75,000 42,935

道府県民税 2 75,000 28,065

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

1

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

実務経験が浅いため、これからワンストップ特例制度について実務を積んでいきたい。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

なし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

ふるさと納税について件数が少なく、寄付金税額控除が周知されてない。
これから周知等を行っていきたい。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 1 40,000 20,520 0 0 0

道府県民税 1 40,000 13,680 0 0 0

市町村民税 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 南大東村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

0

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

0

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 1 40,000 20,520

道府県民税 1 40,000 13,680

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

0

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

 現時点で特になし。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

　特になし。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

　　ふるさと納税に係る寄付金税額控除の適用が担当者及び納税者に更に明確に解るような取組を実施
　してほしい。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 1 20,000 10,800 1 20,000 10,800

道府県民税 1 20,000 7,200 1 20,000 7,200

市町村民税

道府県民税

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 北大東村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

10,800

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

7,200

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税

道府県民税

市町村民税 1 20,000 10,800

道府県民税 1 20,000 7,200

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

2

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0

市町村民税 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 伊平屋村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

0

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

0

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 0 0 0

道府県民税 0 0 0

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

0

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

－

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特になし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

－



都道府県名 市区町村名

市町村民税 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0

市町村民税 3 25,000 540 5 1,346,500 44,640

道府県民税 3 25,000 360 5 1,346,500 0

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 伊是名村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

0

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

0

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 8 1,371,500 45,180

道府県民税 8 1,371,500 360

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

0

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

　ワンストップ特例制度を利用した方が課税市町村が把握しているので申告忘れもなく、
申告の時もスムーズにできると思う。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

　特になし。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

　特になし。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 16 1,035,480 476,697 7 220,000 123,607

道府県民税 16 1,035,480 317,804 7 220,000 82,408

市町村民税 1 10,000 480 4 408,000 24,000

道府県民税 1 10,000 320 2 112,000 4,320

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 久米島町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

9,989

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

6,661

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 3 250,000 88,845 2 200,000 2 15,000 2 35,000

道府県民税 3 236,000 58,670 2 200,000 2 15,000 1 21,000

市町村民税 24 1,703,480 590,022

道府県民税 22 1,393,480 381,114

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

17

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

特になし

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特になし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

特になし



都道府県名 市区町村名

市町村民税 76 1,889,000 1,733,015 43 174,500 995,400

道府県民税 76 1,889,000 1,155,352 43 174,500 663,600

市町村民税 23 200,901 7,975 17 763,000 34,560

道府県民税 23 200,901 5,317 19 849,000 24,320

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 八重瀬町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

302,520

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

201,680

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 7 157,000 11,656 3 80,000 3 62,000 1 15,000

道府県民税 7 157,000 7,771 3 80,000 3 62,000 1 15,000

市町村民税 123 3,009,901 1,787,206

道府県民税 125 3,095,901 1,192,760

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

43

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 2 286,000 110,773 0 0 0

道府県民税 2 286,000 73,849 0 0 0

市町村民税 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 多良間村

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

0

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

0

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 2 286,000 110,773

道府県民税 2 286,000 73,849

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

0

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

該当なし

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

なし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。



都道府県名 市区町村名

市町村民税 9 454,000 217,857 5 274,000 157,481

道府県民税 9 454,000 145,238 5 274,000 104,987

市町村民税 3 30,300 1,400 5 128,000 7,320

道府県民税 3 30,300 1,200 5 160,000 6,080

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 竹富町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

157,481

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

104,987

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 1 44,000 2,520 0 0 1 20,000 1 24,000

道府県民税 1 44,000 1,680 0 0 1 20,000 1 24,000

市町村民税 18 656,300 229,097

道府県民税 18 688,300 154,198

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

5

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

実績少数の為特になし

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

特になし

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。

実績少数の為特になし



都道府県名 市区町村名

市町村民税 6 610,000 267,780 3 152,000 84,348

道府県民税 6 610,000 178,521 3 152,000 56,232

市町村民税 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0

  (2)「地方税法第37条の2第1項第2号又は第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの（共同募金会、
    日本赤十字社に対する寄附金）」欄には、共同募金会または日本赤十字社に対する寄附金に係る人数、寄
    附金額及び寄附金税額控除額を記入する。

ふるさと納税現況調査（調査票Ｂ）

沖縄県 与那国町

＜Ⅰ.ふるさと納税に係る控除額等＞

１．平成28年度課税における、ふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況について記入して
  ください。
　※例年、「市町村税課税状況等の調」において回答いただいている項目について、平成28年6月1日時点で把
    握している数値を回答していただくものです。
　※計上の方法については、課税された個人単位で判定するものとし、同一人物について市町村民税分と道府
    県民税分で計上する列がずれることがないようにすること。市町村民税分もしくは道府県民税分のいずれ
    か一方が「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄に該当する場合にはもう一方も同欄に記載す
    るものとする。
  (1)「地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの（都道府県、市
    町村、特別区に対する寄附金）」欄には、都道府県等に対する寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税
    額控除額を記入する。また、「左のうち地方税法附則第7条及び第7条の2の申告特例控除が適用される寄
    附金に係るもの（ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分）」欄には、都道府県等に対する寄附金のう
    ち地方税法附則第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額
    控除額を記入する。「左のうち申告特例控除額」欄には、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則
    第7条の2の申告特例控除額が控除される者の寄附金に係る申告特例控除額を記入する。

69,748

  (3)「地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄附金に係る
    もの（条例で定めるものに対する寄附金）」欄には，道府県又は市町村の条例で定めるものに対する寄附
    金に係る人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。
  (4)「左の3つのうちいずれか2以上に該当するもの」欄には，（1）～（3）のうちいずれか2以上に該当する
    場合に、人数、寄附金額及び寄附金税額控除額を記入する。また、その内数として「都道府県、市町村、
    特別区に対する寄附金」、「共同募金会、日本赤十字社に対する寄附金」及び「条例で定めるものに対す
    る寄附金」に該当するものの人数及び寄附金額をそれぞれ記入する。

○平成28年度の寄附金税額控除の適用状況

区分

地方税法第37条の2第1項第1号又は第314条の7第1項第1号に規定する寄附金に係るもの

（都道府県、市町村、特別区に対する寄附金）

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額（円）

左のうち、ふるさと納税ワンストップ特例制度適用分

人数（人）
寄附金額
（円）

控除額
（円） 左のうち、申告特例控除額

（円）

41,632

区分

地方税法第37条の2第１項第2号又は第314条の
7第1項第2号に規定する寄附金に係るもの

地方税法第37条の2第1項第3号及び第4号又は
第314条の7第1項第3号及び第4号に規定する寄

附金に係るもの

（共同募金、日本赤十字に対する寄附金） （条例で定めるものに対する寄附金）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）



市町村民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道府県民税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村民税 6 610,000 267,780

道府県民税 6 610,000 178,521

件　

人数
（人）

寄附金額
（円）

人数
（人）

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

人数
（人）

寄附金額
（円）

左の内訳

都道府県、市町村、特別区に
対する寄附金

共同募金、日本赤十字社に対
する寄附金

条例で定めるものに対する寄附
金

寄附金額
（円）

区分

合計

人数
（人）

寄附金額
（円）

控除額
（円）

＜Ⅱ.ふるさと納税ワンストップ特例制度＞

２．平成28年度分の課税において申告特例控除が適用されることとなった者（ふるさと納税ワンストッ
プ特例の適用者）に係る申告特例通知書の総件数を記入してください。

7

３．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、平成28年度の課税実務経験を踏まえた意見について
記入してください。

区分

3つのうちいずれか2以上に該当するもの

【以上】

４．ふるさと納税ワンストップ特例制度について、住民（寄附金税額控除を受けようとする納税義務
者）から寄せられたご意見やご要望などを記入してください（複数回答可）。

＜Ⅲ．その他＞

５．平成27年度上半期において、ふるさと納税実績額が450億円を超えるなど、実績額が伸びていると
ころです。このような状況や、貴団体におけるふるさと納税に係る寄附金税額控除の適用状況を踏ま
え、今後のふるさと納税制度のあり方など、ふるさと納税制度に対する意見について、記入してくださ
い。
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